
無期転換ルールとは、期間の定めがある労働契約（以下「有期労働契約」）が 5年を超えて反復更新さ

れた場合は、有期契約労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契約（以下「無期労働契約」）に転

換されるというものです。有期契約労働者がこのような申込みを行った場合、使用者はその申込みを承

諾したものとみなされ、当該有期労働契約の契約期間満了日の翌日から無期労働契約に転換されます。

【無期転換申込権が発生する要件】

① 有期労働契約の通算期間が 5年を超えていること

② 契約の更新回数が 1回以上であること

③ 現時点で同一の使用者との間で契約していること

なお、有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間（空白期間）が 6 ヶ月以上ある

ときは、その空白期間より前の有期労働契約の契約期間は 5 年の通算期間に含まれません。これを「ク

ーリング」といい、この前の有期労働契約の契約期間が通算期間に含まれなくなる一定の空白期間を「ク

ーリング期間」といいます。

大手百貨店やスーパーなどは人手確保のために

パート従業員を無期雇用化する動きが広がってい

ますが、一般的には、無期転換申込権が発生しな

いように対策を講じる企業が多いようです。選択

肢としては、①有期労働契約の更新年限や更新回

数を制限して雇止めをする、若しくは、②労働者

と期間の定めのない労働契約を締結する、という

2つの方向があります。

「無期転換ルール」本格適用開始

～「雇止め」めぐり訴訟が相次ぐ！企業の対応を考える～

4 月はじめ、雇止めされた元従業員が、雇用主に対して、雇止め無効の確認などを求める訴訟を提起したと

の記事が日本経済新聞に掲載されました。元従業員は、有期の「支店社員」として 5年 10 ケ月働き、平成 30

年 3 月末で雇止めされました。

また、大学・高校の非常勤の職員が、無期転換申込権が発生する直前（通算契約期間が５年に達する直前に）

に雇止められたとして、学校側を提訴したといった報道が複数ありました。

4月に本格適用が始まった「無期転換ルール」をふまえ、企業側は雇用契約の更新者を絞る動きが出ており、

紛争が広がる可能性が懸念されています。

無期転換は、スタートしたばかりで、今後も順次発生します。2017 年度に全国の労働局に寄せられた雇止め

に係る民事上の相談は 14,442 件と 2016 年度に比べ16％増えており、今後も増えることが予想されています。

今月は、これを機会に、もう一度「無期転換ルール」について復習し、企業側の対応について再考してみた

いと思います。

２．「無期転換ルール」について使用者側がとるべき対応

１．無期転換ルール（労働契約法第 18条）とは？

【改正労働契約法の認知状況（連合調査 2018年 6 月）】
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（１）雇止め

無期転換ルールを認識した使用者としては、まず、無期転換申込

権が発生しないように通算期間が 5 年を超える前に雇止めしよう

と考えるのではないでしょうか。しかし、安易な雇止めは禁物で

す。

雇止めについては、労働契約法第 19条により無効とされる場合

があります。

① 有期労働契約が過去に反復して更新されていて、雇止めが期

間の定めのない契約を終了させること（解雇）と同視できる

場合

② 労働者が、有期労働契約が更新されると期待することに合理

的な理由があると認められる場合  

には、使用者が合理的な理由なく更新を拒絶したとしても、法律

上、有期労働契約が更新されたものとして扱われます。無期申込権

の発生間際での駆け込み的な雇止めは無効とされるリスクがある

ので、なるべく回避するほうが安全です。

【自動車産業の事例と裁判の行方】

3 ヶ月などの短期間で契約する「期間工」を数百～数千人規模で活用し、生産変動に対応してきまし

た。かねて慣習的に設けていた「3年」「2年 11ヶ月」といった期間の上限を、最近では内規に盛り込む

ようになりました。上限を示すことで、更新期待権の生じる余地がなくなるという発想です。2017 年末

の厚生労働省調査によると、完成車メーカー10社すべてが雇用期間が 5年に達する前に雇止めをしてい

ました。

しかし、名古屋地裁岡崎支部は、2017 年 5月、雇止めの無効を求めて勤務先のニッパツを訴えた南米

系の期間工4人のうち3人について雇止めを無効とする判決を出し、未払い賃金の支払いを命じました。

ニッパツは雇用期間に 2年 11 ヶ月の上限を設けていましたが、地裁支部は、雇用契約書や説明会の資

料に雇用期間について「35 か月」の明示やポルトガル語の表記がなかったことなどをあげ、「期間工に

十分な説明がなされていない」と判断しました。

【あいまいな期待更新権の要件】

更新期待権については要件があいまいで、企業側と雇止めされた労働者側でルールの解釈が異なる余

地があります。厚生労働省の通達では、更新期待権の有無は、契約の更新回数や通算雇用期間などから

総合的に判断するとしていますが、この基準は抽象的で一律の判断が難しいことが指摘されています。

ホンダが期間工と争った類似の訴訟では、2012 年、東京地裁・高裁において、雇止めを認める判決を

出しています。判決では、「この契約を最終とし、以後更新しない」という不更新条項入りの契約書に期

間工が署名していたことに注目しました。

裁判所は企業の期間工向けの説明や日常のやり取りなども判断の上で重視する傾向が強く、最近の判

例では不更新条項に労働者が「真意」で署名しているかが厳しく問われています。

【企業が講じる対策】

無用な紛争を避けるためには、労使双方がそれぞれの立場から契約内容や条項について、できる限り

細かく検討し、雇止めの条件についても明確に合意しておく必要があります。また、企業側は、現場管

理者の言動や説明にも気を配る必要があります。

（２）無期労働契約の締結

①労働条件の変更なく無期労働契約を締結する場合

  労使間で何らの合意をしない場合、職務や処遇は有期労働契約時と同様となります。労務管理の

コスト増加にはつながらず、また、労働の負荷増加を望まない従業員に適しています。

②労働条件を変更して無期労働契約を締結する場合

   業務内容については従前の有期労働契約から変更しないものの、契約期間に加えて、給与などの

条件を変更するものです。



「一億総活躍社会実現に向けた最大のチャレンジ」として、安倍内閣が推進する働き方改革ですが、

「多様な働き方」を可能とするとともに、広がりつつあるといわれる「格差の固定化」を回避すること

も改革の狙いです。従来の働き方を変えることにより、労働者の意欲や能力を引き出し、豊かな社会と

個人を作ることで、国、労働者、経営者それぞれがメリットを享受することができます。とはいえ、働

き方改革を提唱するだけでは、実現性・実効性が乏しく成果を見込むことはできません。

そこで、「働き方改革」の実現・浸透に向けて、法律によるルール作りが必要になります。例えば、長

時間労働の是正と多様な働き方に対応するためには、労働基準法、労働安全衛生法といった法律の改正

が必要となります。こうした働き方改革関連の法整備を目的とする法律の通称が「働き方改革関連法」

です。働き方改革法に関する要望や監督指導を徹底する内容で 47 項目からなり、労働基準法や労働契約

法など 8本の法律を改正します。

◆「働き方改革関連法」施行は何のため？目的と背景

日本では、かつてない勢いで少子高齢化が進行し、総人口も 2008 年をピークに減少に転じています。

そのため、労働力として国の経済を支える生産年齢人口（15 歳～64 歳）も、1995 年をピークに減少に

転じ歯止めのかからない状況です。具体的な数字で見ると、生産年齢人口は、2015 年には 7592 万人で

した。それが将来の予想として、2030 年には 6773 万人、2060 年には 4418 万人に減少していくとされて

います。これに伴い労働人口も減少傾向にあるのは一目瞭然です。

そこで、「多様な人材が働ける環境を整え、労働力の不足を補う」というのが働き方改革の目的の 1つ

です。また、経済を成長させるためには、労働力の確保とともに生産性の向上も必要です。生産性を向

上させるためには、長時間労働の是正や多様な人材が活躍しやすい環境整備を行い、労働意欲を高める

ことで実現しようとしています。

そんな中、正社員と非正社員の格差が大きな

社会問題となっています。同一労働同一賃金が

実現されれば、非正規の労働者の賃金も上昇

し、経済的余裕が生まれ労働意欲の向上にもつ

ながると考えられています。

改正項目と施行日は、右表のとおりです。来

月以降、項目ごとに、その内容を解説していき

たいと思います。

派遣の

ページ

（法律知識） 派遣先担当者が知っておきたい「働き方改革法」

第１回 残業・有給休暇・賃金などの制度が変わる、「働き方改革関連法」とは？


